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告   示 

◎新潟県告示第1141号 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第29条第１項の規定に

よる指定障害福祉サービス事業者を次のとおり指定した。 

令和２年10月23日 

新潟県知事  花 角  英 世 

障害福祉 

サービスの種類 
事業所の名称 所在地 事業者 

指定 

年月日 
     

居宅介護 
しばた24 

新発田市富塚町１丁目

１－11コーポ石井106 
一般社団法人HK 

令和２年

10月１日 重度訪問介護 

就労継続支援Ｂ

型 
ワークセンター花笑み 

燕市秋葉町１丁目４番６

号 

特定非営利活動法人

リカバリー燕 

令和２年

10月１日 

共生型生活介護 
デイサービスセンター春日和

見附 
見附市本町４－２－33 

株式会社ワールドス

テイ 

令和２年

10月１日 

共生型生活介護 デイサービスセンター春日和 五泉市船越973番地48 株式会社ワールドス 令和２年
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船越 テイ 10月１日 
     

 

◎新潟県告示第1142号 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第46条第２項の規定に

より指定障害福祉サービス事業者から次のとおり事業の廃止の届出があった。 

令和２年10月23日 

新潟県知事  花 角  英 世 

指定障害福祉 

サービスの種類 
事業所の名称 所在地 事業者 

廃止 

年月日 

居宅介護 有限会社新発田介護セ

ンター 

新発田市東新町４－１－10 有限会社新発田介護セ

ンター 

令和２年

９月30日 重度訪問介護 

 

◎新潟県告示第1143号 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第51条の25第２項の規

定により指定一般相談支援事業者から次のとおり事業の廃止の届出があった。 

令和２年10月23日 

新潟県知事  花 角  英 世 

障害児通所支援 

の種類 
事 業 所 の 名 称 所  在  地 事  業  者 

廃止 

年月日 

地域移行支援 上越メンタルネット相談支援

事業所 

上越市寺町２丁目20番

１号上越市福祉交流プラ

ザ内 

特定非営利活動法人

上越メンタルネット 

令和２年

８月31日 地域定着支援 

 

◎新潟県告示第1144号 

公有水面埋立法（大正10年法律第57号）第２条第１項の規定により、公有水面の埋立てを次のとおり免許した。 

令和２年10月23日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 埋立免許年月日 

 令和２年10月13日 

２ 出願人の名称及び住所 

 新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

 新潟県 

 代表者 新潟県知事 花角 英世 

 新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

３ 埋立区域 

(1) 位置 

  新潟県佐渡市両津夷372番地５の西側に接する公有水面 

(2) 区域 

  次の各地点のうちP１の地点からP３の地点までを順次に結んだ線、及びP３の地点と10733の地点を結んだ 

線、及び10733の地点とP１の地点とを結ぶ令和元年の春分の満潮位（D.L.+0.374ｍ）における公有水面と陸 

地との境界線により囲まれた区域 

P１の地点 佐渡市両津夷372番地４地内の物揚場敷にある四等三角点魚市場（北緯38度05分18秒4099、東

経138度26分05秒6398）から91度29分13秒40.23mの地点 

P２の地点 P１の地点から248度51分35秒2.800mの地点 

P３の地点 P２の地点から158度35分40秒195.932mの地点 

10733の地点 P３の地点から68度51分35秒2.800mの地点 

P１の地点 10733の地点から338度35分40秒195.932mの地点 

(3) 面積 

548.69平方メートル 

４ 埋立てに関する工事の施行区域 
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(1) 位置 

  新潟県佐渡市両津夷372番地５の西側に接する公有水面 

(2) 区域 

  次の各地点を順次に結んだ線及びP４の地点とP１の地点とを結んだ線により囲まれた区域 

   P４の地点 佐渡市両津夷372番地４地内の物揚場敷にある四等三角点魚市場（北緯38度05分18秒4099、東 

経138度26分05秒6398）から86度15分59秒39.083mの地点 

P５の地点 P４の地点から248度51分36秒6.660mの地点 

P６の地点 P５の地点から158度35分40秒203.653mの地点 

P７の地点 P６の地点から68度51分45秒6.667mの地点 

10733の地点 P７の地点から338度29分56秒3.861mの地点 

P１の地点 10733の地点から338度35分40秒195.932mの地点 

P４の地点 P１の地点から338度35分34秒3.860mの地点 

(3) 面積 

1,356.37平方メートル 

５ 埋立地の用途 

 漁港施設用地 

 

◎新潟県告示第1145号 

森林法（昭和26年法律第249号）第25条の２第１項の規定により、次のとおり保安林の指定をする予定である。 

令和２年10月23日 

新潟県知事    花 角  英 世 

１ 保安林予定森林の所在場所 

新潟県上越市牧区片町字北山27から30まで、34から38まで 

２ 指定の目的 

    土砂の流出の防備 

３ 指定施業要件 

(1) 立木の伐採の方法 

 ア 主伐は、択伐による。 

 イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。 

 ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 

(2) 立木の伐採の限度 次のとおりとする。 

 (｢次のとおり」は、省略し、その関係書類を新潟県農林水産部治山課及び上越市役所に備え置いて縦覧に供

する｡) 

 

◎新潟県告示第1146号 

森林法（昭和26年法律第249号）第25条の２第１項の規定により、次のとおり保安林の指定をする予定である。 

令和２年10月23日 

新潟県知事    花 角  英 世 

１ 保安林予定森林の所在場所 

新潟県上越市牧区片町字ヲビタエ57の１、58の子、61から65まで、66の１、67の１、67の２、68、69 

２ 指定の目的 

    土砂の流出の防備 

３ 指定施業要件 

(1) 立木の伐採の方法 

 ア 主伐は、択伐による。 

 イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。 

 ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 

(2) 立木の伐採の限度 次のとおりとする。 

 (｢次のとおり」は、省略し、その関係書類を新潟県農林水産部治山課及び上越市役所に備え置いて縦覧に供
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する｡) 

 

◎新潟県告示第1147号 

森林法（昭和26年法律第249号）第25条の２第１項の規定により、次のとおり保安林の指定をする予定である。 

令和２年10月23日 

新潟県知事    花 角  英 世 

１ 保安林予定森林の所在場所 

新潟県上越市浦川原区真光寺字向大切1161、1162、1163の１、1163の２、1164の１、1164の２、1165から1167

まで 

２ 指定の目的 

    土砂の流出の防備 

３ 指定施業要件 

(1) 立木の伐採の方法 

 ア 主伐は、択伐による。 

 イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。 

 ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 

(2) 立木の伐採の限度 次のとおりとする。 

 (｢次のとおり」は、省略し、その関係書類を新潟県農林水産部治山課及び上越市役所に備え置いて縦覧に供

する｡) 

 

◎新潟県告示第1148号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第17項の規定により、上越市の頸城土地改良区から次のとおり役員

が就任及び退任した旨の届出があった。 

令和２年10月23日 

新潟県上越地域振興局長 

１ 就 任 

 理事 上越市頸城区上増田299番地   辻   勉 

                    （理事長） 

 〃  〃  〃  北四ッ屋37番地   西條 裕之 

 〃  〃  〃  市村998番地１   村田 郁男 

 〃  〃  〃  榎井557番地    草間 和幸 

 〃  〃  〃  舟津413番地    太田 勝美 

 〃  〃  〃  大谷内239番地    松本 祐一 

 〃  〃  〃  東俣96番地     岡村 幸春 

 〃  〃  〃  中城32番地     大瀧 勇 

 〃  〃  〃  花ヶ崎1597番地   新保 義昭 

 〃  〃  〃  森本1691番地    細井 雅義 

 〃  〃  〃  大蒲生田254番地  金澤 廣一 

 監事 〃  〃  大谷内1496番地   太田 勇 

 〃  〃  〃  矢住889番地     大瀧 春夫 

 〃  〃  浦川原区飯室574番地   舟波 哲治 

 〃  〃  大潟区米倉新田91番地   藤山 作次 

 就任年月日 令和２年９月22日 

２ 退 任 

 理事 上越市頸城区上増田299番地   辻   勉 

                    （理事長） 

 〃  〃  〃  下三分一141番地  大島 伸一 

 〃  〃  〃  市村998番地１   村田 郁男 

 〃  〃  〃  榎井557番地    草間 和幸 

 〃  〃  〃  舟津413番地    太田 勝美 
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 〃  〃  〃  大谷内239番地    松本 祐一 

 〃  〃  〃  東俣96番地      岡村 幸春 

 〃  〃  〃  上池田６番地１   川村 康夫 

 〃  〃  〃  森本1691番地    細井 雅義 

 〃  〃  〃  石神362番地    磯貝 義則 

 〃  〃  〃  手島726番地    阿部 秀一 

 監事 〃  〃  宮本395番地     太田 幸松 

 〃  〃  〃  花ヶ崎1610番地   宮本 治文 

 〃  〃  浦川原区飯室574番地   舟波 哲治 

 退任年月日 令和２年９月21日 

 

◎新潟県告示第1149号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第89条の２第１項の規定により県営区画整理（ほ場整備「担い手育成型」）

事業に係る換地計画を定めたので、令和２年10月26日から令和２年11月24日まで関係書類を次のとおり縦覧に供

する。 

令和２年10月23日 

新潟県知事  花 角  英 世 

事業主体名 地区名（換地区名） 縦覧の書類  縦覧の場所 

新潟県 加治川右岸（宮古木） 換地計画書の写し 新発田市役所地域整備庁舎 

１ 審査請求について 

この処分について不服がある場合は、この換地計画書の写しの縦覧期間満了の日の翌日から起算して15日以

内（以下「不服申立期間」という｡)に、知事に対して審査請求をすることができる。 

なお、正当な理由があるときは、不服申立期間を経過した後であっても審査請求をすることが認められる場

合がある。 

２ 処分の取消しの訴えについて 

(1) この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日（告示日）の翌日から

起算して６か月以内に、新潟県を被告として（訴訟において新潟県を代表する者は知事となる｡)、処分の取

消しの訴えを提起することができる。 

(2) また、上記１の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったこ

とを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができる。 

(3) ただし、上記(2)の期間が経過する前に、その審査請求に対する裁決があった日の翌日から起算して１年を

経過した場合は、処分の取消しの訴えを提起することができなくなる。 

なお、正当な理由があるときは、上記(1)（審査請求をした場合には(2)）の期間や審査請求に対する裁決

があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても処分の取消しの訴えを提起することが認められ

る場合がある。 

 

◎新潟県告示第1150号 

建築基準法（昭和25年法律第201号）第42条第１項第５号の規定により、道路の位置を次のとおり指定した。 

令和２年10月23日 

新潟県南魚沼地域振興局長 

１ 指定道路の種類 

 第42条第１項第５号の規定による指定に係る道路 

２ 指定の年月日 

 令和２年10月９日 

３ 指定道路の位置等 

位     置 幅員（メートル） 延長（メートル） 

南魚沼市浦佐5729番15 6.20 35.20 

 

 

 



令和２年10月23日(金) 新  潟  県  報 第81号 

6 

公   告 

予算の公表について（公告） 

令和２年10月16日新潟県議会において議決された令和２年度新潟県一般会計補正予算、特別会計補正予算、企

業会計補正予算の要領は、次のとおりである。 

令和２年10月23日 

新潟県知事  花 角  英 世 
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一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、警報機付きポケット線量計の購入について、

次のとおり一般競争入札を行う。 

なお、この入札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年

政令第372号）の適用を受けるものである。 

令和２年10月23日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

   警報機付きポケット線量計  1,081台 

(2) 調達案件の仕様等 

   入札説明書による。 

(3) 納入期限 

   令和３年３月12日（金） 

(4) 納入場所 

入札説明書による。 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの

で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

契約希望金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札に参加する者に必要な資格 

    入札に参加する者に必要な資格は次のとおりとする。 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 新潟県物品等入札参加資格者名簿（以下「資格者名簿」という｡)に登載されている者であること。 

(4) 応札物品が本調達物品の仕様に適合することが確認できた者であること。 

３ 入札書の提出場所等 

(1) 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

   郵便番号 950－8570 

      新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

      新潟県出納局会計検査課物品契約係 

      電話番号 025－280－5490 

      Ｅメール  ngt190030@pref.niigata.lg.jp 

(2) 入札説明書の交付等 

入札説明書の交付は、本公告の日から上記(1)の場所で行うほか、新潟県入札情報サービスで公開する。 

(3) 入札書の提出方法 

この一般競争入札に参加を希望する者で、本公告に示した競争参加資格を有すると契約担当者が判断した

ものにあっては、下記(4)の入札書の受領期限までに封印した入札書を上記(1)に提出しなければならない。 

また、新潟県電子入札システムで提出することもできる。 

(4) 入札書の受領期限 

      令和２年12月４日（金） 午後５時 

(5) 開札の日時及び場所 

      令和２年12月７日（月） 午後１時30分 

   新潟県庁出納局会計検査課入札室 

４ その他 

(1) 契約において使用する言語及び通貨 

      日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

      免除する。 
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(3) 契約保証金 

      契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県財務規則（昭和57年新潟県規則  

第10号。以下「規則」という｡)第44条第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

(4) 競争入札に参加する者に必要な資格を有するかどうかの審査を申請する時期及び場所 

  資格者名簿に登載されていない者で、本調達物品の入札への参加を希望するものは、新潟県物品等入札参

加資格審査申請書を令和２年11月６日（金）午後５時までに、上記３(1)の場所に提出しなければならない。 

(5) 入札者に求められる事項 

   この一般競争入札に参加を希望する者は、入札参加申請書等を令和２年11月24日（火）午後５時までに、

本公告に示した競争参加資格を証明する書類を添付して、上記３(1)の場所に提出しなければならない。 

   また、新潟県電子入札システムで提出することもできる。 

   入札に参加を希望する者は、開札日の前日までの間において、契約担当者から当該書類に関し説明を求め  

られた場合は、これに応じなければならない。 

(6) 入札の無効 

      本公告に示した競争参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。    

(7) 契約書作成の要否  

  要  

(8) 不当介入に対する通報報告 

   契約の履行に当たり暴力団関係者から不当介入を受けた場合、警察及び発注者（新潟県）へ通報報告を行

うこと。 

(9) 落札者の決定方法 

      規則第54条の規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った 

者を落札者とする。 

(10) 契約の停止等 

      当該調達に関し、政府調達に関する苦情の処理手続（平成11年６月新潟県告示第1221号）に基づく苦情申

立があったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(11) その他 

      詳細は入札説明書による。 

５ Summary  

(1) Nature and quantity of the products to be purchased: 

    Pocket dosimeter with warning alarm: [1,081] units 

(2) Deadline for bid participant applications: 

      ５:00P.M. November 24, 2020 

(3) Date of bid opening: 

      １:30P.M. December ７, 2020 

(4) For more information, please contact the following division in Japanese: 

      Audit Division 

      Bureau of the Treasury 

      Niigata Prefectural Government 

      ４－１ Shinko-cho, Chuo-ku, Niigata City, Niigata Prefecture 

      950－8570 

      JAPAN 

      TEL: 025－280－5490 

    E-mail: ngt190030@pref.niigata.lg.jp  

 

病院局公告 

新潟県立中央病院診療材料調達業務公募型プロポーザルの実施について（公告） 

新潟県立中央病院診療材料調達業務に係る受託者を特定するため、公募型プロポーザルを実施することとし、

次のとおり希望する者の参加を招請する。 
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令和２年10月23日 

新潟県立中央病院長 長谷川 正樹 

１ 業務の概要 

    新潟県立中央病院診療材料調達業務（以下､｢本件業務」という。） 

２ プロポーザルの内容 

  新潟県立中央病院診療材料調達業務公募型プロポーザル（以下「本プロポーザル」という｡)の実施内容等に

ついては、新潟県立中央病院診療材料調達業務受託者募集要項（以下「プロポーザル実施要項」という｡)に定

めるところによる。 

３ プロポーザル実施要項を交付する期間及び場所並びに本プロポーザルに関する問い合わせ等 

(1) 交付期間 

    令和２年10月23日（金）から令和２年11月６日（金）（新潟県の休日を定める条例（平成元年新潟県条例第 

５号）第１条第１項各号に規定する日を除く｡)の各日午前９時から午後５時15分まで 

(2) 交付場所 

  郵便番号943－0192 新潟県上越市新南町205番地 

     新潟県立中央病院 経営課 

   電話番号025－522－7711 

 (3) 質問書の提出 プロポーザル実施要項による。 

４ 参加資格要件 

  本プロポーザルに参加しようとする者は、次に掲げるすべての要件を満たしていなければならない。 

(1) 単独事業者又は複数事業者のコンソーシアム（共同事業体）であること。ただし、一応募者の代表事業者 

 又は構成事業者が、他の応募者の代表事業者又は構成事業者となることはできない。 

(2) 令和２年４月１日現在、新潟県物品入札参加資格者名簿の営業種目「医療機器類」に登載されていること。

（コンソーシアムの場合は、少なくとも代表事業者が当該名簿に登載されていること。）  

(3) 本業務を受託するに当たり、以下の関係法令に基づく資格等を有していること。（コンソーシアムの場合は、 

 少なくとも代表事業者が該当すること。） 

  ア 医薬品医療機器等法第39条に規定する高度医療管理機器等の販売業の許可 

  イ 医薬品医療機器等法第26条に規定する医薬品の卸売一般販売業の許可 

  ウ 毒物及び劇物取締法第４条の２に規定する毒物及び劇物の一般販売業の登録 

(4) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(5) 本業務を円滑に遂行できる安定的かつ健全な財務能力を有していること。 

(6) 次のいずれかに該当するものは応募者となることができない。 

  ア 国税及び地方税を滞納している者。 

  イ 本県の指名停止基準に該当し、指名停止処分を受けている者。 

  ウ 令和２年10月23日以降、会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続き開始の申し立てをして

いる者又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続き開始の申し立てをしている者。 

 (7) 「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律｣(昭和22年法律第54号）に違反し、価格又はその他の

点に関し、公正な競争を不法に阻害する入札を行った者でないこと。 

(8) 新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号）第２条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

(9) 当院が加盟する一般社団法人日本ホスピタルアライアンスの共同購入に必要な諸手続き、運用に協力でき

ること。 

５ 書類の提出 

    本プロポーザルに参加を希望する者は、次に定めるところにより書類を提出し、参加を表明すること。 

(1) 提出書類 

    プロポーザル実施要項による。 

(2) 提出期限 

  ア 公募型プロポーザル方式調達業務参加申請書及びコンソーシアム構成表 

令和２年11月６日（金）午後５時15分 

  イ ア以外の参加資格書類、企画提案書、業務経費見積書 

令和２年11月20日（金）午後５時15分 

(3) 提出場所 
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    上記３(2)の交付場所に同じ。 

(4) 提出方法 

    直接持参（郵送による提出は認めない｡) 

６ 本プロポーザルに関する質問等 

   プロポーザル実施要項による。 

７ 審査及び結果の通知 

(1) 審査 

      新潟県立中央病院診療材料調達業務受託者選定委員会（以下、「選定委員会」という｡)が、提出書類、プレ

ゼンテーション及び質疑応答等を総合的に評価し最優秀提案者（第１位交渉権者）及び次点の提案者を特定

する。 

(2) プレゼンテーション及び質疑応答の実施 

    参加資格要件の結果通知により案内をした事業者には、提出のあった企画提案書に基づきプレゼンテーシ

ョン及び質疑応答を実施する。 

なお、開催の日時及び場所等については、別途通知する。 

(3) 失格 

    次のいずれかに該当する場合は失格とすることがある。 

      ア 契約締結までに、参加資格要件を欠くこととなった場合又は欠くことが判明した場合。 

    イ 提出書類に虚偽の記載をした場合。 

    ウ 審査の公平性に影響を与える行為を行った場合。 

(4) 審査結果の通知 

    審査結果は、提案者全員に文書により通知する。 

８ 契約の締結 

(1) 選定委員会が最優秀提案者と決定した提案者と、詳細な業務仕様に関する協議及び契約の締結交渉を行う。

なお、合意した場合は随意契約を締結する。 

(2) 最優秀提案者と交渉の結果、合意に至らなかった場合、もしくは最優秀提案者が契約締結までの間に参加

資格要件を満たさなくなった場合又は本提案競技において不正と認められる行為が判明した場合は、次点の

提案者と契約の締結交渉を行う。 

(3) 次点の提案者とも協議が整わない場合は、本契約は締結しない。 

９ その他 

(1) 手続きにおいて使用する言語は日本語、単位は計量法に定めるもの、通貨単位は円、時刻は日本標準時と

する。 

(2) 提出する書類の作成及び提出に要する費用は、提案を行う者の負担とする。 

(3) その他詳細は、プロポーザル実施要項及び仕様書のとおりとする。 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、画像情報管理システム（PACS）の購入につい

て、次のとおり一般競争入札を行う。 

令和２年10月23日 

新潟県立精神医療センター院長 細木 俊宏 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

画像情報管理システム（PACS）  一式 

(2) 調達案件の仕様等 

入札説明書による。 

(3) 納入期限 

令和３年２月26日（金） 

(4) 納入場所 

新潟県立精神医療センター 

(5) 入札方法 

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの
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で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 本調達物品の公告日現在で、新潟県物品等入札参加資格者名簿の営業種目「機械類」に登載されている者

であること。 

(4) 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を

有する者でないこと。 

(5) 本調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

郵便番号 940－0015 

新潟県長岡市寿２丁目４－１ 

新潟県立精神医療センター経営課 

電話番号 0258－24－3930 内線128 

(2) 入札説明書の交付方法 

本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

(3) 入札参加申請書及び応札仕様書の提出期限 

令和２年11月４日（水）午後５時00分 

４ 入札、開札の日時及び場所 

令和２年11月11日（水）午後１時30分 

新潟県立精神医療センター 大会議室 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

免除する。 

(3) 契約保証金 

契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟

県病院局管理規程第5号。以下「規程」という｡)第186条第３項第１号又は第３号に該当する場合は、免除す

る。 

(4) 入札者に要求される事項 

この一般競争入札に参加を希望する者は、新潟県立精神医療センターの交付する入札説明書に基づき入札

参加申請書及び応札仕様書を作成し、前記３(3)により提出しなければならない。 

なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ

を無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 要 

(7) 落札者の決定方法 

本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条

の規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者と

する。 

(8) 契約の停止等 

当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(9) その他 

ア 契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないとき

は、契約を締結しない場合がある｡) 

イ 詳細は入札説明書による。 

 



令和２年10月23日(金) 新  潟  県  報 第81号 

36 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、分娩監視装置について、次のとおり一般競争

入札を行う。 

令和２年10月23日 

新潟県立十日町病院長 吉嶺 文俊 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

  分娩監視装置 一式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 納入期限 

  令和３年３月31日（水） 

(4) 納入場所 

  新潟県立十日町病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当 

 該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの 

 で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった 

 金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 新潟県物品等入札参加資格者名簿の営業種目「機械類」に登載されている者であること。 

(4) 本調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

(5) 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を 

 有する者でないこと。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 948－0065 

  新潟県十日町市高田町三丁目南32番地９ 

  新潟県立十日町病院経営課 

  電話番号 025－757－5566 内線132 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

(3) 応札仕様書の提出期限 

  令和２年11月４日（水）午後５時00分 

４ 入札、開札の日時及び場所 

 令和２年11月５日（木）午前10時30分 

 新潟県立十日町病院 １階講堂 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県 

 病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第186条第３項第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

(4) 入札者に要求される事項 

  この一般競争入札に参加を希望する者は、新潟県立十日町病院の交付する入札説明書に基づき応札仕様書 

 を作成し、前記３(3)により提出しなければならない。 

  なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 
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(5) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ 

 を無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 要 

(7) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の 

 規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす 

 る。 

(8) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(9) その他 

 ア 契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないとき

は、契約を締結しない場合がある｡) 

 イ 詳細は入札説明書による。 
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